
「県北地域企業ガイダンス」事業業務委託基本仕様書 

 

１ 委託業務の名称 

「県北地域企業ガイダンス」事業業務委託 

 

２ 目的 

県北広域本部では、地方創生の実現に向け、若者の県外への流出を抑制し、県内就職率の

向上と早期離職防止等を図るとともに、地元企業の人材確保に資するため、高校生や高校の

進路指導担当者等を対象に、地元企業の業務内容や魅力等を紹介するガイダンスを開催する。 

 

３ 開催概要 

（１）日時 

令和９年（２０２７年）１月２８日（木） 午前１０時～午後４時（予定） 

（２）会場 

菊池市総合体育館 メインアリーナ（菊池市亘５３８－２） 

（３）参加者 

・県北広域本部管内高等学校及び特別支援学校（以下「学校」という。）の生徒（２年

生）１３校 約６９０人及び進路指導担当者等（以下、「生徒等」という。） 

（４）出展企業 

・県北広域本部管内に事業所を有する企業 （上限６４社） 

（５）主な内容 

○企業ブースでの説明及び質疑応答 

・生徒等が企業ブースを回り、企業担当者から業務内容や仕事のやりがい、求める人

材等について説明を受けた後、質疑応答を実施 

・可能な範囲で企業担当者による実技披露や生徒の仕事体験等を実施（希望する企業

のみ） 

 

４ 委託期間 

契約締結の日から令和９年（２０２７年）２月２６日（金）まで 

 

５ 委託業務の内容 

（１）ガイダンス内容の企画 

・企業ブースでの説明及び質疑応答の時間を十分確保するとともに、生徒等が多くの企

業ブースを効率的に回ることができるように計画すること。 

・企業が実技披露や生徒の仕事体験等を希望する場合には、可能な範囲で対応できるよ

うに計画すること。 

・各企業ブースにおける生徒の参加者数に偏りが生じていることが例年の課題であり、

当該課題の解決に向けた、企業ブースへの生徒分散に係る対策を提案及び実施するこ



と。なお、具体的な実施内容については、県と協議を行うものとする。 

 

（２）会場準備等 

・ガイダンスに必要な機材（企業仕切りパネル等）等を借り上げ、会場への設置及び撤

去を行うこと。 

・会場にはフロアマットを設置すること。 

・企業ブースには、企業仕切りパネル、社名看板を設置するとともに、企業用の机（１

台）、椅子（２脚）、生徒用の椅子（１５脚程度）を配置すること。 

・その他、会場には参加者の誘導やガイダンスの効果的な実施に必要な案内表示や備品

配置等を行うこと。 

・会場の都合上、ブース出展数の上限は６４社とする。 

・当日使用する機材等については、県と事前に協議すること。 

・菊池市総合体育館の備品（机＝約７０台、椅子＝３００脚、フロアマット（メインア

リーナ分）等）を使用する場合は、県及び菊池市総合体育館と事前に協議の上、設置

及び撤去を行うこと。ただし、音響設備については、受託者にて準備を行うこと。そ

の他、備品が不足する場合には別途準備すること。 

・菊池市総合体育館の電源コンセント等から各企業ブースに電源を分配すること。なお、

菊池市総合体育館の電力が不足する分については、別途電源を確保すること。 

・会場の準備及び撤去は、以下の時間において行うこと。 

開催前日：午前９時から午後４時まで 

開催当日：午前９時から、撤去は当日の午後７時までに行うこと。 

（会場は開催前日及び開催当日を予約済み。） 

・空調設備、フロアマット等の使用料については、本委託料に含めるものとする。 

 

（３）会場運営 

・開催時間内での終了及び会場内の混雑防止のため、菊池市総合体育館敷地内にスタッ

フを配置し、参加者の駐車場から会場までの誘導及び会場内での誘導を行うこと。 

・参加者の事故やケガ、体調不良等を未然に防ぐため安全面に十分配慮すること。なお、

適切な保険への加入手続き等必要な措置を講じるとともに、負傷者又は体調不良者が

発生した場合には、救急対応等を行うこと。 

・参加者の誘導については、トランシーバー等を活用しスタッフが常に情報共有を行い

円滑に進めること。 

 

（４）生徒等の送迎及び駐車場の管理 

①送迎バス、タクシー等（以下、「送迎バス等」という。）運行計画の作成 

・各学校と会場間の送迎バス等運行計画（様式任意）を作成し、生徒等を安全かつ効

率的に送迎すること。 

※参加予定学校及び参加予定生徒数は別表のとおり。 



・送迎バス等運行計画には、少なくとも次の要素を盛り込み、図表などでわかりやす

く記載すること。また、④に掲げる駐車場利用計画とも関連づけること。 

（ア）送迎バス等送迎ルート 

（イ）送迎バス等乗降地点（ルート途中で別の学校を経由し、乗降させる場合の乗

降地点を含む。） 

（ウ）乗降地点別出発、到着時刻 

（エ）乗降地点ごとの乗降人数、学校名 

（オ）ルートごとの使用するバスの台数（例 大型バス○台、中型バス○台） 

（カ）各学校への班番号の割り当て 

 ・生徒等は所属する学校において乗降するものとする。 

 ・送迎バス等運行計画は県が指定する日時までに学校へ配付すること。(メール可) 

②送迎バス等の確保 

・各学校から会場までの送迎バス等を確保すること。 

   ③安全確保のための留意点等について 

    ・生徒の安全が確保されるよう、次の点に留意すること。 

    （ア）生徒が送迎バス等で移動する場合は、受託者においてシートベルトの着用を徹

底させること。 

    （イ）事故防止に関する対応方針や事故発生時の緊急時における連絡体制、対応等に

ついては、受託者において事前に学校等と協議し、その内容を県に報告するこ

と。 

    （ウ）受託者が、事業者に貸切バス又はタクシーによる運送を依頼する場合は、国か

ら貸切バス事業又はタクシー事業の許可を受けた者と適切に契約を行うこと。

特に、貸切バスの場合は、事業者から運送引受書の交付を受け、記載内容に問

題がないか確認することにより、契約内容（契約主体、内容等）を明確化する

こと。 

④駐車場利用計画の作成 

・会場及び会場付近での駐車場利用計画（様式任意）を作成し、駐車場における安全

な駐車と会場までの入退場を円滑に行うこと。なお、送迎バス等のうち大型車両に

ついては、体育館正面側の駐車場には駐車しないこと。 

・駐車場利用計画には少なくとも次の要素を盛り込み、図表などでわかりやすく記載

すること。また、①に掲げる送迎バス等運行計画とも関連づけること。 

（ア）利用予定駐車場（名称、住所、図表がある場合は位置を明記） 

（イ）各駐車場における駐車可能台数（例 大型○台、中型○台、普通車○台） 

（ウ）駐車場付近の車両と人の動線計画 

・事前に駐車場の現地確認を行い、施設管理者等との連絡調整を図ること。 

⑤送迎バス等運行管理及び駐車場の管理 

・送迎バス等運行計画に基づき、各学校との調整等、適切な運行管理を行うこと。 

・送迎バス等の運行業務は、適切な保険への加入手続き等必要な措置を講じるととも



に、搭乗者の安全を第一に運行すること。 

・会場（会場付近）乗降場には現場責任者を配置し、会場（会場付近）乗降場の状況

を常に把握し、送迎バス等の運転士と情報交換を行うことにより、安全かつ円滑な

会場（会場付近）乗降を実現すること。 

・ガイダンス終了時に、円滑に退場及び送迎バス等への乗車ができるよう、送迎バス

等への誘導を行うこと。 

・送迎バス等の乗降場と会場間の入退場を安全かつ円滑に行うため、スタッフ配置計

画（様式任意）を作成すること。 

・本業務に基づく送迎バス等を利用しない学校に対しては、会場発着時刻、駐車場利

用等について、事前に調整すること。 

・学校における乗降場の管理は、受託者と学校において対応すること。 

・送迎バス等以外の手段で来場する参加者についても、駐車及び入退場が安全かつ円

滑に行えるよう誘導を行うこと。 

⑥各学校の最終参加人数の確認等 

・最終的な参加人数については、開催１週間前までに各学校へ確認を行い、県に報告

するとともに、送迎バス等運行計画の見直しなど適宜対応を行うこと。 

 

（５）学校との連絡、調整 

・学校への諸連絡、調整、参加人数の確認を行うこと。 

 

（６）出展企業の募集等 

・出展企業の募集、諸連絡、調整、参加人数の確認を行うこと。出展企業の決定は県と

協議の上、行うこと。 

・出展企業の募集は前年度出展企業に限らず、広くアプローチすること。なお、企業、

団体へのアプローチ先については、事前に県と協議、調整を行うこと。 

・出展企業は５０社以上確保すること。※令和７年度県北地域企業ガイダンスの実績は、

６２社。 

 

（７）出展料の徴収 

・本業務の実施に当たっては、県からの委託料と別に、出展企業から出展料を徴収する

ものとし、委託料及び出展料の総額の合計を事業収入とする。 

・出展料は各社一律１社当たり４０千円以下で設定することとし、出展料の総額は 

 ２，０００千円を下限とする。 

・１社当たりの出展料の金額の決定は、県と協議の上、行うこと。 

・出展企業決定後、出展決定通知及び出展料支払いを案内する文書を各出展企業に送付

すること。 

・出展料の徴収については、納入期限を設けて出展企業へ通知すること。納入期限につ

いては、契約後、県と協議の上、決定すること。決定した納入期限までにすべての出



展企業から徴収できるよう努めること。 

・出展料の徴収方法は受託者が指定する出展料管理用口座への振り込みとする。 

・事業完了後は収支精算書と併せて出展料管理用口座の入出金明細（写し）を提出する

こと。なお、出展料収入額の明確化のため、出展料管理用口座の開設が望ましい。 

 

（８）運営マニュアル等の作成及び提供 

・円滑な運営・進行のための①スタッフ向け運営マニュアル、②出展企業向けマニュア

ル、③進路指導者向けマニュアル、④災害対応マニュアルを電子版で作成し、県へ報

告するとともに、関係者へ提供すること。 

 

（９）電子版企業ガイドブックの作成及び提供 

・生徒等が事前（概ね１か月前）に出展企業の情報を確認できるよう、電子版企業ガイ

ドブック（PDF形式）を作成し、県へ報告するとともに、学校へ提供すること。 

・電子版企業ガイドブックは、表紙、出展企業一覧、出展企業所在地マップを作成する

こととし、併せて出展企業の情報を個別に掲載すること。 

・出展企業の情報については、県が提供する様式をもとに出展企業が作成するが、生徒

等が理解しやすいよう、出展企業が作成した原稿に対して、必要に応じて出展企業に

助言を行うこと。また、原稿の取りまとめ等、出展企業との連絡・調整を行うこと。 

 

（１０）アンケート調査の実施 

・本ガイダンスの終了後、学校及び出展企業に対し、ガイダンスの内容に関するアンケ

ート調査を実施すること。なお、アンケート調査項目、内容は県と協議の上、決定す

ること。 

・アンケート調査の結果は、集計の上クロス分析等を行い、県へ報告すること。 

 

６ 見積金額の算出 

本業務全体の支出と出展企業から徴収する出展料の総額との差額を見積金額として算出

すること。なお、本業務全体の支出の上限は定めないが、出展料の総額は２，０００千円を

下限とし、見積金額の上限は委託料上限の４，６８８千円とする。 

 

７ 実績報告 

すべての業務が完了した際は、次の成果品及び書類を提出すること。 

（１） 業務完了報告書 

（２） 収支精算書及び出展料管理用口座の入出金明細（写し） 

（３）アンケート調査報告書 

（４）業務全体（開催・運営状況等）についての報告書（紙媒体１部）及び PDF 形式データ 

（５）送迎バス等運行業務報告書（紙媒体１部）及び PDF 形式データ 

（６）その他本委託業務に関して作成した誘導看板・社名看板等を含む全ての製作物の電子デ



ータ（PDF 形式及び編集可能な形式いずれも） 

 

８ 委託料の支払 

委託料は、上記７の実績報告における成果品の提出により、県において本業務の完了検査

を行い、検査に合格した場合に、受託者の発行する適法な請求書に基づき、一括して支払う

こととする。なお、委託料の支払いに当たっては、契約額を上限として実際に要した経費の

総額から出展料の総額を差し引いた金額をもって委託料の確定（精算）を行う。 

ただし、実際の出展料徴収額が上記５（７）に記載の出展料の総額の下限である 

２，０００千円に満たない場合は、その不足額は受託者負担として委託料の確定（精算）を

行うものとする。 

 

９ その他 

・本仕様書は、今後、受託者に対して業務の具体的な実施方法等について提案を求めた上

で、その内容を適切に反映した仕様書に変更することがある。 

・事業の実施に当たっては、関係法令を遵守すること。また、業務上知り得た秘密を他に

漏らしてはならない。 

・受託者は契約の履行に当たって、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）及び熊本県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第４４号）を遵守

すること。 

・本業務及び本業務に関連する業務（他の契約に基づくものを除く。）の実施に当たり発

生した費用は、原則として受託者が負担するものとする。 

・本業務遂行中に受託者が県及び第三者に損害を与えた場合は、直ちに県にその状況及び

内容を連絡し、県の指示に従うものとする。損害賠償等の責任は受託者が負うものとし、

速やかに処理するものとする。 

・受託者は、本業務の全部又は大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせること

ができない。なお、主要な部分を除き、業務の一部を再委託する場合は、事前に協議し、

県の了承を得たうえで第三者に委託し、又は請け負わせることができる。 

・本業務の実施に伴う製作物（運営マニュアル、ガイドブック等）の著作権は県に帰属す

る。 

・委託期間終了後も、本業務に係る照会、報告等があった場合は県へ迅速に連絡する等誠

実な対応を行うこと。 

・災害発生等の理由により、本ガイダンスの開催方法が変更又は中止となった場合は、本

業務の内容や契約金額、徴収した出展料の取扱い等について県と再度協議することとし、

必要に応じて変更契約等の手続きを行うものとする。なお、協議の結果、出展料の返金

が必要となった場合は、受託者において返金手続きを行うものとする。 

・本仕様書に定めのない事項及び本業務に疑義が生じた場合は、県と協議を行うものとす

る。 


